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ガイドラインの骨子
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• 「建築物エネルギー消費性能の向上に関する法律」（2015年7
月）の制定を契機に、設計一次エネルギー消費量を尺度とした性
能評価の充実に向けた取り組みが産学官協力してなされてきた。

• 評価においては「透明性」、即ち論理や特性値を包み隠さず公表
することを重視。実はそれ無しでは、合理的設計も困難となる。

• また、評価においては科学的な「根拠」が不可欠。
• 既に省エネ技術はいくつも完成していて、選んで組み合わせるだ
けで省エネ建築ができるとの認識は誤り。改善の余地が大きい。

• 本書は、そうした考え方に立脚して建築物省エネ法のために収集
してきた情報をまとめて公表すること、及び評価方法（計算支援
プログラム）を設計に活用することを旨とした。
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• 非住宅建築物の省エネ化は主に設備や建材の技術者･設計者の仕事。
• 構成機器の選択や設計の際、エネルギー消費量の評価はあまりされ
ていない。そもそも簡便で信頼できる方法が少なかった。

• 建築物省エネ法のためのエネルギー消費量計算プログラムによって
省エネ効果を定量化し、技術開発や設計にフィードバックすべきで
ある。

• そのためには、標準入力法/モデル建物法/小規模版モデル建物法の
3種類のうち、標準入力法を使用する必要がある。

• 標準入力法の計算ロジックや機器特性情報を貪欲に参考にしていた
だきたい。
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6.1節 省エネルギーのためのポイント （1.～6.:空調設備）

1. 空調設備の各構成部の容量設計は明確なルールに則って合理的に行う
べきこと

2. 空調設備の各部のエネルギー効率をより高いものとすること
3. 空調設備の各部の部分負荷時のエネルギー効率向上のための対策をと
ること

4. 全熱交換器による換気負荷低減のため、トイレや機械室等の換気が同
フロアの居室の換気に及ぼす影響を最小限にすること

5. 外気取入れ量安定化の対策をとった上で、デマンド換気による換気負
荷を低減すること

6. 竣工前に風量・流量の量及びバランスの調整、送風機・ポンプの出力
調整を行うこと
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6.1節 省エネルギーのためのポイント （7.～11.:その他）

7. 外皮断熱性の確保による特に冬期の室内温熱環境分布の均一化を図る
こと

8. 外皮気密性の確保を図ること
9. 高効率照明器具、タスク･アンビエント照明及び昼光利用制御の採用
10.給湯需要の多い建物における中央式給湯設備の高効率化の工夫
11.再生可能エネルギー源の導入
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6.2節 今後に向けた課題 （1.～6.:空調設備）

1. 空調設備の空気や水の搬送経路における圧力損失算定のためのデータ
は必ずしも十分ではない。初期段階の設計にける未確定部分の容量設
計に課題がないか再点検。

2. 送風機やポンプの効率の確認を初期段階の設計で容易にする指標や計
算方法の普及。

3. 空調及び給湯の熱源等の部分負荷効率の確認方法の整備と普及。
4. 設計者による全熱交換換気の実働効率向上のための配慮の履行。
5. 二酸化炭素濃度によるデマンド換気システムの設計要件の明確化
6. 空調設備等の竣工前における試運転調整・初期調整の履行（風流量バ
ランス調整、インバータ出力調整等）
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6.2節 今後に向けた課題 （7.～11.:その他）

7. 及び8. 外皮の断熱性及び気密性の重要性に関する認識改善
9. タスク･アンビエント照明手法における空間の明るさ感確保のための照
明器具の設計手法の整備と普及

10.中央式給湯設備の容量設計のための基礎的データには部分的に古いも
のが使用されている。妥当性の検証とデータの整備が必要。また、中
央式給湯設備のエネルギー消費量算定法の精緻化も課題。

11.太陽熱給湯システムの設計法の整備、太陽光発電の導入促進。
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各ポイントの解説
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約1万㎡の東京に建つ仮想の事務所ビルについ
て標準入力法により一次エネルギー計算実施

ケース1 基準仕様（外皮、設備容量･効率）
中央式空調設備

ケース2～ケース5
• 外皮を高断熱化
• 空調設備の容量設計を官庁営繕部設計基準に
則り実施

• 照明をLED化、TA照明採用
ケース2及びケース3 パッケージエアコン
ケース4及びケース5 中央式空調設備
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http://www.jjj-design.org/wp-content/uploads/2021/05/20210322guideline.pdf

ケーススタディーにお
ける空調設備各部の容
量設計の内容
（5.5節の詳細）
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ポイント1:空調設備の各構成部の容量設計は明確なルール
に則って合理的に行うべきこと

E消費量＝ 定格E消費（MJ/h）✕ 時間(h) ✕ 部分負荷効率対策の効果(0～1.0)

容量設計がいい加減だとこの値が大きくなる

ケーススタディ
熱源の定格E消
費は、ケース
1→4で20%程
度削減
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ポイント1:空調設備の各構成部の容量設計は明確なルール
に則って合理的に行うべきこと

ケース1→4及び5
の空気搬送動力の
定格E消費は、
40%削減

ケース1→4及び5
の水搬送動力の定
格E消費は、
83%削減
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ポイント3:空調設備の各部の部分負荷時のエネルギー効率
向上のための対策をとること

 熱源
 空調機の送風機制御（変風量制御）
、冷却塔の送風機制御（同左）

 二次ポンプ、一次ポンプ、冷却水ポ
ンプの制御（変流量制御）

E消費量＝ 定格E消費（MJ/h）✕ 時間
(h) ✕ 部分負荷効率対策の効果(0～1.0)

右表の比率
（緑塗り部分に注目）
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ポイント7:外皮断熱性の確保による特に冬期の室内温熱環
境分布の均一化を図ること
 PAL＊の評価には表されない外皮熱性能（窓及び壁･屋根･床）の影響がある。
 室内温熱環境分布（上下温度分布等）改善のためファン動力が無視できない。
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ポイント8:外皮気密性の確保を図ること
 内外差圧10Pa時に、最上位グレードで循環風量の3％、A-4等級で同10%
以上の漏気があり得る。空調機を用いた空調では特に注意が必要。
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まとめ
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• 省エネの議論は、ともすると住宅偏重になるが、非住宅建築物の
エネルギー消費、CO2排出も同程度に大きい。

• 第三者的立場の研究者にとって、実測や実験により生データを得
る機会が少なく、非住宅を扱う研究者も多くない。

• 省エネの余地は大きく、潜在的可能性は大きい。
• 着実な設計（例えば設備の容量設計や外皮の高断熱化、高気密
化）による省エネの可能性が大きいことがケーススタディーによ
り裏付けられた。

• フェーズ7（2021年度～2023年度）においても様々な研究開発
に取り組む。
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（参考）


